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 次の第 3 章において、日韓会談の再開に向けた中断期における文化財問題の











当者の議論を経て、1958 年 4 月 16 日、第四次日韓会談の開幕直後に、106 点の
文化財が引渡された。 
 しかし、第４章で、第四次（〜1960 年 4 月）・第五次日韓会談（1960 年 10 月




















 そして第 6 章は、第七次日韓会談（1964 年 12 月〜1965 年 6 月）を経て、日
韓基本条約の締結と約 1400 点の文化財の引渡しが行われた経緯を述べている。
この会談では、基本関係問題における両国の妥協が図られ、大日本帝国と大韓帝
国の結んだ条約は「もはや無効である」ことを確認したという周知の文言調整
や、韓国を唯一の合法政府とみなすことで管轄権を朝鮮半島南部に限定させる
合意がなされた。これにより、文化財問題の進捗を阻害していた「基本関係とし
ての属性」や「請求権としての属性」をめぐる対立が緩和し、文化財の歴史的価
値を確認する品目リストや文化協力に関する協定の調整が行われた。こうして、
日韓基本条約の調印にあわせて、約 1400 点の文化財の引渡しが実現したのであ
った。 
 結論では、文化財問題をめぐる交渉の展開を、三つの属性という構造に着目し
て整理した上で、日韓両国が文化財問題での合意を形成できたことを評価しつ
つ、過去の植民地支配の完全な清算ではなかった点で限界があり、その後に文化
財問題の再燃を余儀なくさせるものだったと位置づけている。 
 
論文審査結果の要旨 
 本論文は、先行研究の手薄な日韓会談期の文化財問題の交渉過程を、日本と韓
国の外交史料を用いて丹念に分析した研究である。日本からの脱植民地化が韓
国のナショナリズムの原点であり、その民族としてのアイデンティティの基盤
をなす文化財の返還交渉は、韓国において重要な意味をもつ争点であった。他方
で、日本の政策担当者にとっては、文化財問題の解決は最優先課題とは言いがた
く、より重要な他の問題での議論を好転させるために、先行的に妥協する材料と
して認識されていた。本論文は、こうした植民地支配の戦後処理における日本と
韓国の非対称性を一次資料に基づいて析出した点で評価に価する。 
 また軽微な争点に見える文化財問題をめぐって、日韓両国が時に激しく対立
し、また一転して合意に向かう展開について、基本関係問題、請求権問題といっ
た他の争点との関係性を強調しつつ、体系的な説明を行っている。文化財問題で
の「引渡し」という文言調整が、基本関係問題での「もはや無効である」という
よく知られた文言調整の先行事例となったという本論文の主張も興味深く、日
韓会談において文化財問題が独自の意義を有していたことを説得的に論じてい
る。政治的判断と外交的調整を通じて部分的な問題解決が図られたことが、後年
に問題の根本解決を求める声を再燃させる余地を残したことを指摘する箇所に、
著者の現代日韓関係への鋭い問題意識を見て取ることができる。 
 そして、脱植民地化過程における文化財問題の構造と限界を考察した本論文
は、他の脱植民地化の事例にも適用できる知見を豊かに含んでいる。とくに、外
交政策担当者だけでなく、文化財の歴史的価値に知悉した専門家が占める独自
の役割を考察した箇所は、イギリス、イタリア、フランスなどが旧植民地国との
間で行っている二国間交渉や、さらにはユネスコなど国際機関による文化財問
題への取り組みを分析する際にも参考になる内容であろう。 
 しかし、本論文にも問題点がないわけではない。第一に、文化財問題の構造と
して挙げられる３つの属性の強弱の変化を分析する論拠が、本論文では十分に
説明できていない。文化財問題が、基本関係問題や請求権問題といった外在的な
争点の影響を受けた様相は叙述できているが、その強弱を識別する基準が不明
瞭であり、なぜ強弱が変化するのかという因果関係の分析も脆弱である。さら
に、問題の属性の強弱については、日本と韓国でその認識に差異が生じていたこ
とが予想され、分析枠組みを改良する余地が残されている。 
 第二に、交渉主体の行動の変化について、説明が不十分な点が少なからず存在
する。外交政策担当者の一次資料に主に依拠していることから、他の政策主体の
意図や選好は間接的な説明に留まる傾向があり、たとえば日本政府の方針に大
きな影響を与えた岸信介首相や大平正芳外相の思考枠組み、また文化財の引渡
しに消極的だった文部省や文化財保護委員会内の議論など、より詳しい説明が
望まれよう。韓国政府の行動方針も急変する叙述が見られるが、その変化の要因
を解明できていないため、唐突な印象をぬぐえない。 
 第三に、日本語表記や固有名詞の記載について誤記が散見され、改善の余地が
ある。 
 しかし、第一の問題点は、他の争点の影響を受けやすい文化財問題の特性から
生じる問題でもあり、むしろ今後の発展が期待される研究上の課題として位置
づけられる。日韓会談の全期間を通じて文化財問題の展開を体系的に分析しよ
うとした意欲的な姿勢および一次資料に基づく実証的な分析内容をまず評価す
べきである。また第二の問題点は、外交政策担当者の論理を精緻に分析した本論
文の価値を損ねるものではなく、第三の点も今後の改善を十分に期待できるも
のである。 
 以上により、本論文を、博士の学位を授与するに価するものと認める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
